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別紙

委員長　　　　開会宣言、あいさつ

議長　　　　　あいさつ

町長　　　　　あいさつ

委員長　　　　これより議事にはいります。

　　　

議案第２３号

委員長　　　　まず、議案第２３号長久手町私立幼稚園通園助成金条例を廃止する条例についてを議題といたします。議案第２３号について、執行部の説明を求めます。

教育総務課長　議案第２３号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第２３号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

小池委員　　　なぜ、今、条例の廃止が出てきたのか。その経緯について。
教育総務課長　本町の一般会計予算が過去最高になり、教育費の割合が23.6％を占め、大変大きくなりました。教育施設設ということで、多額の費用を伴います。このたび、町単独の通園助成金について見直しを行うこととして、特に、子ども手当の支給もあり、近隣の動向を踏まえて見直しました。見直しを判断したのは、初期の目的を達成したという判断をしたということです。
小池委員　　　町の一般会計に占める教育費の割合が増えたので、どこかで減らさなければならないということですか。
教育総務課長　教育費の割合が増えたというのは、大きな事ですが、子ども手当支給などもあり、経常的に支出するものについては、1件300万円のものでも10年で、何千万円になり、非常に教育費に大きな割合を占めます。必要があるかないか、見直しをする必要があったので、検討した結果、廃止する条例を提出しました。
小池委員　　　世帯数が広がると何千万円になるというが、この通園助成金は予算的にも300万円弱と思うが、どういう意味か。
教育総務課長　単年度では、300万円弱だが、これが経常的に毎年、続きます。この制度は、昭和51年から制度が始まりすでに35年経過しています。今後も助成を続けると言いますと、300万円×10年で3,000万円で、これは、皆様の負担になり、必要なもの、そうでないものの見直しをかけていくということで今回見直しました。
小池委員　　　なぜここなのかの理由になっていない。不要だという説明がないと思う。目的を達したというがそれは、町内の幼稚園の充実ということか。
教育総務課長　説明にあります、初期の目的は2点あります。一つは、長久手町内の幼稚園教育の充実、もう一つは、保護者の経費負担の軽減です。昭和51年からこの制度が始まりまして、同年、私立幼稚園1園できました、35年経ち、現在は3校、総園児数も増大し、幼稚園教育の充実が図れたと判断しましたことと、負担軽減につきましては、子ども手当の支給も始まり、町単独事業としての上乗せ補助となる本制度の見直しを行って廃止をさせていただくものとしました。
小池委員　　　今、町内、町外、保育園、幼稚園３、４、５歳の子どもたちは何人か。
教育総務課長　町内町外の私立幼稚園の通園人数は、1,199人、その内、町内に通っている方は593人、保育園は606人です。

小池委員　　　今の実情ですか、現時点で保育園は800人を超えていますし、幼稚園の方も、町の統計で22年度の段階で、746人で数字がずれていますね。
教育総務課長　593人は、3歳から5歳までですので、0歳からは入っていませんので、その差があります。
小池委員　　　そうしますと、保育園、町内の幼稚園、町外の幼稚園がそれぞれおおよそ600人ずつということか。
教育総務課長　その通りです。

前田委員　　　教育費を増大したというが、廃止しようとするものは、全教育費の何％なのか。
教育総務課長　教育総務課の教育費の平成23年度については、教育委員会、小中学校費、給食センター費などが、約27億7,800万円程あります。そのうちの300万円ですから、0.1％くらいです。
前田委員　　　そういう金額を今、拙速にやらなければならないのかという問題。なぜ、いま、3月議会で提示したのか。12月議会では間に合わなかったのか。

教育文化部長　23年度から廃止ということで、私どもは判断した。まず、子ども手当の動向を見ました。国も混迷していますが、支給の要件は整ったことです。また、低所得者の補助ではないことです。私立幼稚園に関しては、就園奨励費ということで、所得制限によって支給制度があります。その制限に外れた方の町内の方のみを対象とした制度である。600万円以上の給与レベルの方の対象となるということ。それから、町内の通園者の約１７％にしか達していないということです。現在町内3園ですが、町外は25園の幼稚園に通っています。保護者は、町内、町外幅広く通っているということがあります。３番目に、幼保の一体化にシフトされつつあることです。一体化に伴い、現在、保育園と幼稚園の保育費、授業料の格差が同一階層ではほとんど見られない。そのようなことから、1年は、経過を見たが、タイミング的に今が、一番ベストの時期とし、廃止提案をしました。
前田委員　　　1年前からしていたのであれば、予算決定が12月で固まるので、なぜ12月議会で出さなかったのか。議員にとっても3月議会は厳しいのではないか。時期的に悪いのではないか。

教育文化部長　近隣の動向を参考にしました。尾張旭市は廃止決定しました。提案のタイミングは、我々は間に合わなかった。その情報を得ていなかったということはあります。条例廃止はいろんな理由の総合的な観点の中で判断するということで、今が、ベストであると判断をしました。
前田委員　　　子ども手当は、国会でも先行き怪しい中、町で先取りした提案はいかがなものかと思うがどうか。

教育文化部長　提案時は、子ども手当は確実に将来にわたり支給があると判断していた。流動的ではあるが、それに代わる制度の児童手当等で対応ができるということで判断しているので、保護者にとっては、子育て支援策の中で負担軽減につながっていると判断している。

前田委員　　　私立幼稚園に対する補助に関して、経営支援がある。年間1人当たり6,000円を幼稚園施設に補助を出していくというものがある。今回のこの制度が役目を果たしたということであるが、私は、幼稚園の経営が安定してきた中で、むしろそちらを対象にすべきと考えるが、その議論はなかったか。
教育文化部長　私立幼稚園の経常費補助については、現在、年間1人当たり6,000円に人数かける額を本町は単独補助している。愛知県も経常費補助があります。これは、授業料に直接響くことであります。幼稚園の授業料は2から3万円程度ですが、補助がないと授業料に直接跳ね上がります。幼保一体化をにらんだ中では、一度検討が必要ですが、それまでは助成をする考えです。
教育総務課長　幼稚園の通園補助を見直しの理由について、愛知県下では、制度があるところは37％、もともと制度がないところは63％です。近隣では、瀬戸市、春日井市はもともと制度がありません。尾張旭市は廃止します。豊明、日進、東郷、みよしは来年度は継続しますが、もともとないところもありますので、廃止を判断しました。
前田委員　　　年間12,000円があるから、地元の幼稚園に通っているという方が、町外に向かう心配はないか。
教育総務課長　幼稚園はそれぞれの特色を持って経営されており、助成がなくなったことによる影響があるか分かりませんが、近くの幼稚園に通う方も見えますし、幼稚園の特色で選択されると思います。名古屋市から来て見える方もいますので、そんなに影響はないと思います。

前田委員　　　幼稚園の特色は当然ですが、その上での議論をすべきと思う。

伊藤委員　　　この案件は、本町の行政評価システムの俎上にあがったのか。

教育総務課長　上がっていません。
伊藤委員　　　行政評価システムでやっていこうという話の中で、その中で、効果がなくなってきていると分かっているならば、各部署、自分たちで内部評価をして、尚且つ、外部の委員の方に評価をしていただき、住民にこのような評価になりましたよときちんと説明してそれから、削減の方向に行くならまだしも分かるのだが、なぜ、そうしなかったのか。今の理由を行政評価システムの俎上に上げて議論すればまた、違った議論ができるのでなないか。
教育総務課長　行政評価については、もっと大きな面で捉えています。これは、教育委員会の中で、審議をして廃止するものとして提案をしました。
伊藤委員　　　行政評価システムにこだわるわけではないが、手法として、もっと事前に早くから問題提示し、広く皆の意見を聞き、教育委員会の中だけで決めたことには、納得いかない。教育委員会の中だけでいいと考えているのか。
教育総務課長　教育委員会に関連する条例、規則は、重要案件として、教育委員会で決定をする必要があるとして決定しました。
小池委員　　　教育委員会には、2月にかけたというが、方針を決定するのはもっと前ではないのか。

教育総務課長　教育委員会に正式に議案を正式に提案するとかけたのは2月ですが、1月18日の委員会に教育委員会の委員さんに相談をしました。

小池委員　　　教育委員会の1月の会議録にはありません。個人的に相談したというようなことでは、委員会で審議したとはいえない。低所得者への助成ではないということだが、18万3,000円までの方は、就園奨励費が入り、それ以外の方の事です。しかしながら、保育園も同じ階層の方は、保育料は同じくらいと言うが、幼稚園は給食費もありますから、２万5,000円前後かかる。保育園は、3歳児２万2,500円4，5歳児1万9,500円これに500円程度のごはん代が掛かるということなので、明らかに幼稚園の方が高額です。しかも、保育園は2人目からは半額。子ども手当の支給があるというが、これは、幼稚園児、保育園児にもあることで、公平性からいくと、町立幼稚園があるわけでもなく、保育園にすべての子が入れるわけでもない中で、私立幼稚園に行く方が、町内3歳から5歳児を持つ人の3分の２ですから、当然、補助があってもまだ、幼稚園の方が掛かるわけで、逆に、町外の幼稚園へ行っている人にも出しても当たり前のこと。豊明、みよし、東郷、日進でも補助が出ている。県下全体というが、東部の子どもの多いところでは、充実しており、逆行すると思うがどうか。
教育文化部長　この幼稚園の授業料と保育園の保育料は、内容が違うので、一概に比較はできません。預かる時間、給食費、クラブ活動、学用品で余分にかかるというのがあります。比較する場合は、授業料、保育料だけの比較をしないと難しい。同一階層では大きな差はありません。県下の動向は、廃止に向かっていると認識しています。近隣でも、23年は、継続するが、それ以後は未定です。これは、拡大ではなく、縮小廃止の方向であると考えています。
前田委員　　　子育て支援について町長の裁量で、素晴らしい施策を展開されてきた中で、これを出すのは、印象を悪くすると思うが、町長としてはどう思うか。

町長　　　　　予算は積み重ねで増えてきますし、給食センターもいっぱいで、施設として作らなくてはならないものは、作らなければならない。予算も例年の年より多いのは当然です。これがどう影響するかは、教育委員会の方で審議されたことで、それに対しどうこうという意見は控えさせていただきます。将来に向かっては、検討しなくてはいけないと思う。国の予算が、1万3,000円と決まっているようですが、まだまだ不透明なところもあるが、国の姿勢に対しては、市町村負担のところは、応えていこうという方針でいます。結果としては、国の予算で子ども手当が出ていますので、仕方ないと判断しています。ご理解を頂くよりしょうがないです。他市町の状況もありますし、ハード面は作りますが、教育委員会のことは、教育委員会で決めたことは尊重します。
委員長　　　　他にございませんか。無ければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

伊藤委員　　　反対の立場で、討論します。行政改革を進めることは大事なことと思います。今回の案件については、議論が少ないと思いますので、今回、廃止することはダメだという思いが強いので、反対します。
委員長　　　　次に賛成討論を行います。ございませんか。では、反対討論を行います。ございませんか。

小池委員　　　これまでの答弁を聞いていまして、なんら説得力のある廃止をする理由が見当たりません。町民の皆様への公平性から考えた時、なぜ幼稚園の方の一部の助成を廃止することを今持ってこなくてはいけないのか全くおかしいことと思います。3月議会が、議員の選挙がうんぬんと言うのは関係ないことで、12月議会であれ同じ状況と思います。仮に、このようなことを進めるのであれば、事前に来年度の状況を保護者の方に説明も必要ですし、いかにこれが突然出てきたことかと思います。近隣の事も含め、町内幼稚園に通う子供たちへの助成を廃止すべきではないと考えます。むしろ、町外に対しても、幼稚園、保育園、同じような条件の中で子どもたちが行けるような環境を作ることが大切と考え、この議案には反対します。
委員長　　　　他にございませんか。ないようですので採決を行います。議案第２３号長久手町私立幼稚園通園助成金条例を廃止する条例について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手ゼロであります。よって議案第２３号は否決することに決しました。

議案第６号

委員長　　　　次に議案第６号平成２３年度長久手町介護保険特別会計予算についてを議題といたします。議案第６号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第６号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第６号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

水野委員　　　この介護保険制度は、国の制度で、介護認定を受けた方が受けられる制度です。よく耳にするのは、介護保険料だけとられ、自分たちは何にも恩恵を得ない。長久手のお年寄りは比較的元気で、自分の健康には気をつけて暮らしている。その中で、病気をした時などに医者に薬をもらいに行ってもらったり、買い物に行ってもらったりというように、介護保険制度ではなくて、看護保険制度があったらいいのにという意見を聞くが、町独　　　自として地域を見守るようなシステムを考えていかなくてはいけないと思うがどうか。
福祉課長　　　その通りです。地域包括支援センターを中心に地域のシステムを作って行くことになると思います。2か所の包括支援センターで、いろんな活動を進めています。その時に、地域包括支援センターに支払える金額は、介護保険制度事業費の中で枠があります。介護保険を使い、地域包括支援センターが情報発信し、町内の潜在能力、たとえば、民生委員、災害要援護者システム、新たな地域コミュニティーを発掘するのか、今あるものを変えていくのか、新たなボランティアセンターとの連携を作っていくのか議論を進めています。国の制度で、24時間体制の監視システムを23年度に議論し、24年度にサービス事業のメニューに入れる話があります。町独自の新たな地域のシステムづくりと、介護保険制度から一部個人負担により受けられるサービスと、両方の考えでいくべきとの意見を持っています。
青山委員　　　介護度の進行を抑えるために、医療費を削減するためにも、予防事業があり、効果があるということだが、健康な人を多くするために、予防費用をもっと増やして、介護度を進めない施策を考えられないか。

福祉課長　　　介護保険制度ですと、事業費には枠があり、その中で今事業をしており、事業の参加率が高いので、効果が高いとしました。長久手町は、別に一般会計で、生涯学習事業の観点などで事業を進めている。予防事業で、参加した人が、どれくらい保険料を使わなくなったかは分かりません。町独自に、生涯学習の観点などで健康事業を進めていき、参加者等の意見を聞いて変化させていきます。
小池委員　　　地域包括支援センターで、稼働しているが、住民への認知度は上がったか。

福祉課長　　　地域包括支援センターの利用度は上がってきています。2つの包括センターでの相談件数は、22年度から数字の捉え方を見直したので、客観的数字がありませんが、毎月の定例会では、増えているとの認識を持っています。予防事業の予算の中では、新しいものはありませんが、PRを考えています。名称については、地域包括支援センターは日本中で使われている言葉なので、置き換えると誤解を招くおそれがあり、名称は、やむをえないと思います。
小池委員　　　相談が増えているが、人的配置は問題ないか。

福祉課長　　　法律で、3つの資格者をということで、3人分の予算を計上しています。21、22、23年度も同じ人員で対応しようと考えています。

佐野委員　　　包括支援センターの委託料は同額か。
福祉課長　　　違います。社会福祉協議会は派遣法の関係で、町の職員を1人派遣しているので、その分を委託料に入れず、その分の差があります。あとは、基準があり、借家である場合、一部委託料に含むことができるという基準の中で決めています。
じんの委員　　それぞれ包括支援センターの特徴はありますか。

福祉課長　　　違いはあります。たいようの杜は、組織自体にネットワークがたくさんあり、融通がきき、新たな事業をしたいという提案があります。
じんの委員　　認知症サポーター養成講座の計画では、民間の力を借りることもこの予算の中に入っているのか。

保健福祉部長　サポーター養成講座は、計画時は、700でしたが、現在1,029ということで、着実に伸びています。レクリエーション協会が継続しているが、たいようの杜の組織としてもしています。これについては、報償費を計上しており、支援していきたいです。
じんの委員　　介護保険料を払いながら、利用していない人はどのくらいいるのか。
福祉課長　　　介護保険料を納めている人は、1号保険者は分かるのですが、2号保険者は分かりません。

保健福祉部長　認定率が、13.7％ですので残りの方は利用していません。
じんの委員　　その推移はどうか。
保健福祉部長　推移は、毎年、少しずつ、下がっています。

じんの委員　　介護保険認定者数の推移はそうか。
福祉課長　　　21年は6,432人22年は、6,639人です。

じんの委員　　認定者数は少し、増えているということです。認定が厳しいということで、見直しがあったが、本町は、厳しいことはないか。また、1割負担がかかるが、これが厳しいということで、利用を控えるということはないか。
福祉課長　　　　厳しいということは、承知していませんが、苦情があるのは、私の症状はあの人よりひどいのに同じだということ。これは、医療費ではなく、介護の手間ですので、その部分で誤解が生じています。1割負担については、一定金額超えると介護保険から給付があります。利用を控える人がいるかは承知していません。

じんの委員　　　特養の待機人数の推移はどうか。待機を減らす努力はこの予算に反映しているのか。

福祉課長　　　　町全体の待機がどのくらいあるか分かりませんが、たいようの杜の待機人数は承知しています。介護認定4と5の人を7割以上いれなさいという国の基準はありますが、町の予算がないから入れませんということはありませんし、利用できる体制になっています。
前田委員　　　　特養の町内の入居者はどのくらいか。
福祉課長　　　　たいようの杜定員が80名で、半年に1回、聞いていますが、昨年暮れで、町民は37名です。待機は、たいようの杜で283名中、町民は54名です。この数字は、流動的です。

前田委員　　　　介護認定者17％ですが、それ以外の方は、予防サービス事業を受けて、努力され、健康を心がけている。そういう方に対し、見返り、励み、そのような物は考えないか。

福祉課長　　　　介護保険制度の説明の中で、こんなものがありました。介護保険で介護が必要になった方は、交通事故を起こした人で、介護が必要になった方が、万が一の時のために入る保険として考えて下さいというもので、そのようなことは、予定していません。
保健福祉部長　　介護予防一般施策ということで、介護を受けていなくても利用できる。元気な方も受けられると介護にならないようにメニューを組んでいます。
水野委員　　　　特定高齢者把握事業の所で、65歳以上の方に基本チェックリストを配布し、とあるが、基本チェックリストはどのように配布し活用されるのか。

福祉課長　　　　22年と23年度で変わりました。22年度は、住民健康診断で、特定高齢者を把握した、23年度は、65歳以上の方は、奇数の年の方70以上にアンケートを郵送し、その中から特定高齢者を選定し、介護予防事業に参加される前に、健診をするように制度が変わりました。
水野委員　　　　全員がこないと思うが、こない人についてはどうするのか。
福祉課長　　　　今年からの事業なので、分かりませんが、今の計画では、返信のあった方のみです。しかし、接触の努力はします。
委員長　　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第６号平成２３年度長久手町介護保険特別会計予算について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第６号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第１２号

委員長　　　　次に議案第１２号平成２２年度長久手町介護保険特別会計補正予算(第２号）についてを議題といたします。議案第１２号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第１２号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第１２号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

　　　　ございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第１２号平成２２年度長久手町介護保険特別会計補正予算(第２号）について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第１２号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第２号

委員長　　　　本委員会に付託されました議案第２号平成２３年度長久手町国民健康保険特別会計予算についてを議題といたします。議案第２号について、執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第２号について説明。

委員長　　　  説明は終わりました。これより議案第２号に対する質疑等を行います。

　　　　　　 質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

前田委員　　　保険税、来年何％収納率を考えているか。
収納課長　　　収納については、他の税と同様、長久手町２１年は、91.29％、これより少し多く、92％を目標と考えています。繰り越し分については、昨年が14.56％です、滞納金は、毎年大きく差があるので、例年実績としました。
前田委員　　　ぜひ実施して下さい。国庫支出金で、出産育児一時金補助金が半分の理由は何か。
保健医療課長　出産育児一時金は、２１年緊急少子化対策として４万円の増額がありました。また、２２年度までは、国の支出が２分の１でしたが、２３年度からは、４分の１補助ですので、減額として計上しました。
前田委員　　　優良被保険者世帯記念品ということで２４万8,000円あるが、今は何世帯か。
保健医療課長　２２年度は１１１世帯、２１年度は１０６世帯です。

前田委員　　　健康世帯が増加している理由は何か。記念品は何か。

保健医療課長　わずかですが、増えています。毎日いきいき健康教室や、健康増進事業をしていますので、その影響もあるかも知れません。記念品は、温泉券です。

前田委員　　　温泉券もいいが他にないか。
保健医療課長　公の関わる施設の活用と、温浴効果による健康増進が図れることから、以前よりこうしていますが、研究していきます。
小池委員　　　保険税について、国保の前年を比較して減額した理由として、被保険者は増えるが、調定額は減としたということだが、加入者の平均所得はいくらか。

保健医療課長　300万円以下の方が7割を占めます。

小池委員　　　22年度よりも増えているのか。

保健医療課長　22年度の数字はまだ出してはいません。

小池委員　　　減になっているが、一方で、今後の影響で1,000万円増になるが、これとの関連はどうか。

保健医療課長　今年度4月から導入された、非自発的失業者の所得を100分の30にみなす制度を加味し、減額しました。
委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第２号平成２３年度長久手町国民健康保険特別会計予算について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第２号は原案のとおり可決することに決しました。

この際、暫時休憩とします。

午前１１時４６分休憩

　　　　　　　

午後　１時１０分再開

議案第７号

委員長　　　　休憩前に続き会議を再開します。次に議案第７号平成２３年度長久手町後期高齢者医療特別会計予算についてを議題といたします。議案第７号について、執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第７号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第７号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

前田委員　　　新政権に代わり、後期高齢者医療について一時、改定する話があったが、その後どうなったか。

保健医療課長　22年12月厚生労働大臣主催の高齢者の医療制度改革会議において、高齢者の新たな医療制度について最終取りまとめが出され、今国会の法案の提出はなく、25年度以降の動きと聞くが、これも遅れるであろうという情報があります。
佐野委員　　　医療保険料の１人あたりの調定額はいくらか。

保険医療課長補佐　1人当たりの年間保険料の金額は、1人あたり、11万8,372円です。

全体の保険料と被保険者数の伸び率5％で出しています。
委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第７号平成２３年度長久手町後期高齢者医療特別会計予算について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第７号は原案のとおり可決することに決しました。

　　　　　　　　　

議案第９号

委員長　　　　次に議案第９号平成２２年度長久手町国民健康保険特別会計補正予算(第１号)についてを議題といたします。議案第９号について、執行部の説明を求めます。

保健医療課長　　議案第９号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第９号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
　　　　ございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第９号平成２２年度長久手町国民健康保険特別会計補正予算(第1号)について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第９号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第１７号

委員長　　　　次に議案第１７号長久手町国民健康保険条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第１７号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第１７号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第１７号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

前田委員　　　39万円に対し。近隣はどのくらいか。

保健医療課長　近隣も23年度は、同じ金額です。

じんの委員　　長久手町の出生率と費用はどうか。。

保健医療課長　人口に対して何人産まれたかについての出生率は平成20年で、12.1％です。合計特殊出生率は1.44人です。費用については、40万円から50万円です。

じんの委員　　合計特殊出生率は1.44人はどのような推移か。

保健医療課長　20年において、愛知県は、1.43人全国で1.37人です。

じんの委員　　支払い方法で、直接払いがあるが、定着したか。
保健医療課長　かなり定着しました。

国保年金係長　2月末現在で、46件ですが、直接払いは37件、併用は5件、直接払いでないものは4件です。

他ございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第１７号長久手町国民健康保険条例の一部を改正する条例について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第１７号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第１８号

委員長　　　　次に議案第１８号長久手町国民健康保険税条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第１８号について、執行部の説明を求めます。

保険医療課長　議案第１８号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第１８号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

青山委員　　　付加基準も変わるのですか。

国保年金係長　各税率の変更はありませんが、各上限額を引き上げています。
委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第１８号長久手町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第１８号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第１９号

委員長　　　　次に議案第１９号長久手町子ども医療費支給条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第１９号について、執行部の説明を求めます。

保険医療課長　議案第１９号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第１９号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

委員長　　　 ございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第１９号長久手町子ども医療費支給条例の一部を改正する条例について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第１９号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第２５号

委員長　　　　次に、議案第２５号愛知県後期高齢者医療広域連合を組織する地方公共団体の数の減少及び愛知県後期高齢者医療広域連合規約の変更についてを議題といたします。議案第２５号について、執行部の説明を求めます。

教育総務課長　議案第２５号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第２５号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

委員長　　　 ございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第２５号愛知県後期高齢者医療広域連合を組織する地方公共団体の数の減少及び愛知県後期高齢者医療広域連合規約の変更について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第２５号は原案のとおり可決することに決しました。

委員長　　　　次に、閉会中の継続調査についてお諮りいたします。

　　　　　　　委員のお手元に配布してあります継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査したいと思いますが、ご異議ありませんか。

　　　　　　（異議なしの声あり）

　　　　　　　ご異議ないものと認めます。継続調査申出事件一覧表を私から議長に申し出ておきますから、ご了承願います。

　　　　なお、委員長報告は委員長と副委員長に一任していただけますか。

（異義なしの声あり）

ご異議ないようですのでそのように取り計らいさせていただきます。　以上で文教福祉委員会を終了いたします。

午後　１時４７分　閉会

以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２３年３月１０日

文教福祉委員会委員長　　じんの　和子
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